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日の出町ごみ処分場設置交渉の事例研究
一聖点分析による一
Thecasestudyofthenegotiationaboutthecon-
structionofgarbagerefusalfacilityinHinodeCity
-TheanalysisusingtheHijiriPoint一
熊 田 聖
要 旨:交 渉 で は 、 しば し ば 硬 直 状 態 に 陥 る こ と が あ る 。 どの よ う な理 由
で 硬 直 状 態 な の か 、 現 状 を 打 破 す る 戦 略 は 何 か を 、 聖 点 分 析 に よ り明 確
に す る 。
ABSTRACT:Itisdifficu】tandalsoimportanttosolvethestiff
negotiation.Inthiscasestudy,thenegotiationabouttheconstruction
ofgarbagerefusalfacilityispresented.ByusingtheHijiriPoint,why
thenegotiationisstiff,andwhatisthestrategytosolvethissituation
isexplored.
Keywords:日 の 出 町 ご み 処 分 場 、 聖 点(HijiriPoin)、
コ ン フ リ ク トア ナ リ シ ス(ConflictAnalysis)
1.は じ め に
本論では、聖点分析1を用いて、日の出町ごみ処分場建設をめ ぐる硬直
した交渉に対 する対応策を検討する。
本事例の特徴は、市民の行政に対する対話要求が行政側に受け入れら
れず、裁判に発展 した点である。行政側は判決に従わない代わりに、間
接強制金として、原告である反対派市民に対して1日 につき30万円(1996
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年12月6日 までの支払総 額1億5885万円)を 税 金 か ら支払 ってい る。行
政側 は同時に新 た な処分 場 予定地 の強制収 用の ため に、1996年12月13日
東京都収 用委員 会に 申請 し、1997年1月10日広告 縦覧 を開始 した2。
現状 の ごみ処 分場問題 に対 して、新 た な土地 の強制 収用 で対応す る行
政 の政 策は、 次の ごみ 問題 に対 して も、再 び新 た な埋 め立 て用 地 の強制
収用 で対応す るこ とを暗示 してい る。 反対派 は、問題 全体 を解 決す るた
め の代 替案 を専 門家の協 力 で作 成 し、行政 側 に話 し合 い を求め たが、行
政側 は強制収 用 とい う方法 を選 択 した。 本論 では、 この ように硬 直 した
日の 出町 ごみ処分場 をめ ぐる交渉 での強制収用 以外 の解決 策 につい て、
聖 点分析 を用 い て検討 す る。
2.強 制収用 に至 る経緯
ここでは、なぜ 交渉 が行政側 に よ る強制収用 に至 ったのか を検討 す る。
それに よ り、処 分場 に対す る安全 調査 と対策 を求め る市 民 と議 員(以 下
では反対派)が 、交渉 にお いて犯 した過 ち を明 らか にす る。
2.1な ぜ訴 訟 に発展 したの か
1992年、 日の 出町処分場(以 下 第一処分場)の 汚水 を遮断す る ゴム シ
ー ト破 損 を住 民が発見 し、3年 前 か ら修理 を続 けて い るこ とが新聞 で報
道 され た。反対 派か らの委 託 で専門家 が処分場下 流 を調査 した結果 、天
然 では存在 しない物質 を検 出 した。 反対 派は、処分 組合(正 式名称 は、
東 京都 三 多摩地 域廃棄物 広域処分 組合 、 多摩27市町 で組織 す る)に 対 し
て、地下水 のデー タ公 開 を請求 した。処分 組合 と東 京都 はそれ ぞれ調査
を行 い、6月 に安全 であ る と結論 した。 これに対 し反対 派は、 東京都公
害 調停委 員会 に調停 を申請 したが、1994年10月不調 に終 わ る。 その結果
反対 派は、1ユ月東 京地裁 に、水質 デー タ等の開示 を求め た。 また新 た な
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処分場建 設 く以下 第二処分 場)の 環 境調査 に関 して証 拠保全 申 し立 て を
したが、12月処分組合 は拒否 した。 そこで1995年2月、反対 派は 第二処
分場建 設差 し1ヒめ と、 第一処 分場操 業停 止 を提訴 した。
2.1.1日の出町が処分場 を歓迎 す る理 由
1980年11月、27市町 は処分 組合 を設立 し、1982年日の出町、地 元 自治
会 と公害 防止協定 を締結 した。 また処分 場建 設 と引 き換 えに、 日の出町
に対 し補 助金 支払 い を開始 した。日の 出町 は総面積 の70%が森林 であ り、
当時 の経 常収 支比率105.7は、ほ とん ど破 産状 態 を示 してお り、日の 出町
に4億 円、借 地か ら3200万円、地 元 自治会 に720万円入 る処分場 は歓迎 さ
れ た3。
2.L227市町 の市議が積極 的 で ない理 由
今 回の 問題が長 期化 してい る背 景に は、反対 派は処分組合 に対 して要
求 を出 してお り、 それ に対 して、 当の議 員の 中では処分 組合 の議 員で な
い以上関係 ない と考 え られて い る現状 があ る。 また、 ごみ問題 に関 して
は、 日の出町が補 助金 と引 き換 えに 引 き受 け つづ け て くれれば 問題 は な
い と考 えて い る。
2.1.3東京 都が積極 的 で ない理 由
東 京都は 、地方 自治法 第284条で処分 組合 設置 を許可 した。更に、廃棄
物 の処 理及 び清掃 に関す る法律 第8条 に基づ き、処分 組合 の 日の 出町処
分 場 設置許 可 を行 った。 それゆ え処分 組合 に対す る指導、 監督権 限が有
る。 しか し東京都 は 「処分組 合 の 自主性 を尊重」4し、関 与には消極的 で
あ る。 また情 報公 開 条例 を制定 してい ない ため 、反対派 に対 して情報 の
公 開 を拒 否す るこ とが で きる。
2.1.4厚生省 が積極 的 で ない理 由
厚生省 は、 市町村 が国庫 に よ り処分場建 設 を行 う場合 に 「廃棄物 最終
処分 場指 針」を示す。 しか しこれ に強制 力 はな い5。また、効果 的ア セス
メン ト法は ないため6、この 問題 に関 しては、積 極的 に関与 して はい ない。
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2.2な ぜ行政側 は判決 に従 わ ないのか
1995年3月東京地 裁 は、仮処分 を決定 した。それ に対 して処分 組 合 は、
5月にデー タ閲覧 を拒否 し間接強制 金 を支払 うこ とを表 明 した。
処分 組合 は、市町 議会 の議 員が直接選 出 してい る。 つ ま り特別 地 方公
共団体 で あ り、市 民に よ る直接選挙 に よる選 出で ないため、 いか な る理
由に よって も市民 か ら リコー ル され るこ とはない。 また、 設立 目的 は処
分場運 営、 管理、 第二処分 場建 設で あ る。 更 に、処 分場 に関 す る国庫補
助 の対 象 は建 設運営 であ り、環境の安全 性調査 の ため には利用 で きない。
この よ うな理 由か ら、 デー タに関 して は、公 害 防止協定 を結 んだ地 元
市 民の 同意 な しでは公開 不可能 で あ り、更 に安 全対策や 、将 来的 な ごみ
問題 全体 に対す る検討 も行 わな い と して い る。 従 って地裁 八王子 支部 判
決 に よ リデー タ開示義務 が あ る とされて も、 デー タ開示 を拒否 し、税金
か ら間接 強制 金 を支 払 ってい るの であ る7。
3.交渉者の聖点分析
以下では、行政側による判決拒否、強制収用をまねいた、反対派の交
渉を分析する。交渉の基本である交渉相手の選択 と、それに伴 う新たな
対応策を検討する。
3.1交 渉 者の選 択
3.1.L不適 切 な交 渉者
当初反対 派が行 政組織 の 中か ら処分組 合 を交渉相 手 と考 えて いた こ と
は、交渉 にお いて はあ ま り効 果的 では ない。
処分 組合 の機能 につ て は、構 成員 に よ り説 明す るこ とが で きる。 処分
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組合 には、理事会 、事務局 、議会が あ る。理事 会 は27市長 か ら構成 され、
その 中で管理 者1人 、副管理 者3人 、理事23人が決 まる。選挙 のたびに
構 成員 は変 わ る。事 務局 は、事務局長 ら幹部 が都 か ら出向 してお り、運
営 、管理 に都 は影響 力 を持つ8。議会 は複数 のブ ロ ックに別 れて い る。各
ブ ロ ックの代 表 が代 表者 会議 を開 き、 そ こでの決定 が各 ブ ロ ックに 出さ
れ る。しか し、ブロ ッ ク内では意 見 を言 え る状況 では ない とされてい る9。
この よ うな組合 での審 議結果 と しては、例 としては、 も し、 ブ ロック内
での話 し合 いの結果、 汚水漏 れ を追求 しなけれ ば、理事 会が汚水漏 れの
報告 は ない とし、 この結果 を受 け て、 各市議会 は審議 をせ ずにそれ を承
認 して い る状 態 であ る。
この よ うに機能 して い る理 由 は二つあ る。一 つ は、処分 組合 の設立 目
的 は処分場 運営、管理 、 第二処分場建 設 であ るため、環境 汚染 に関す る
機 能 を備 えていない。 また、 国庫補助 の対 象は建 設運営 であ り、調査 に
は使 えな いの であ る10。二つ 目は、処分組 合 は特別地 方公共 団体 であ り、
市民 の直接選挙 に よ る選 出 でない ため、 市民 に よる リコー ルはない。従
って、 市民 に対 して責任 を とらない11。
3.1.2適切 な交渉 者
交 渉相 手の条件 は、権 限 が有 るこ とであ る。 つ ま り市民が構成員 を選
出で きる行政 組織 を交渉相 手 として選択 すべ きで ある。27市町長 と議 員
は、構成員 を選 出す る とい う意味 では、処分組 合に対 して権 限 を持 つ。
また反対 派市民 は、 その27市町長 と議員 に対 して リコー ルす る権 利 を持
つ。 日の 出町市議 と市民 の処分場 賛成派 は、処分 場 を誘致す る権 利 と、
公害防 止協定 に基づ きデー タ公 開請求す る'、言 い換 えれば請求せ ず に公
開 させ ない権利 を持 つ。従 って適切 な交渉者 は、Nω27市町長 と議員、N(2)
反対 派市民 あ るい は議 貝、N(3}日の 出町 の賛成 派議員12人と市 民の3者
であ る。 なお現在 では、反対 派の 中には一部 の 日の出町 の市民 と市議6
人(95年9月 当選、得 票率36%)も含 まれ る。
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3.2各 交渉者 の対応策
こ こでは、各交渉者 の対応 策 を整理 し、交渉 結果 を コンフ リク トアナ
リシス分 析12によ り予 測す る。
3.2.127市町 長 と議員
対応策1)現 状維 持
議員 の体 勢 は、現状維 持 を望 ん でい る と考 え られ る。 その根 拠 は、反
対派が各 市議会 に対 して、処分場 の 汚水漏 れ調 査 と安 全 対策、 あ るいは
第二処分 場建 設の 中断 を求め る意 見提 出 を議員提 出議案 として提 出 して
も、否決 され てい るか らで ある日。
3.2.2反対派 市民 と議 員
対 応策2)安 全対 策要求
対 応策3)第 二処分 場一時 中断要 求
対 応策4)代 替案 に関す る対話
反対派 の主張 は、長期 的視 野 に立 っての 問題解決 で あ る。 そのため従
来の要求対 応策2)、 対応策3)に 加 え、民 間機関 であ るプ ラン ド研 究所
と協 力 し、 ごみ 問題 全体 を考 えた代 替案対 応策4)を1995年10月に提案
した14。
3.2.3日の出町 の賛成派 議員 と市民
対応 策5)補 助 金 と引 き換 えに処分場 誘致
現在 で も過疎化 に悩 む 日の 出町15に対 し、1995年度 は 日の 出町地域 振
興事業 負担金4億 円、処分上 下水道建 設8億9千 万 円、 第二 予定地地 区
下水道 建 設2億8千 万円、 周辺環境 整備 負担 金24億2千万 円、地 元に対
す る交 際 費670万円が支払 われ たt6。
交渉 者 の選 ぶ選 択肢 の組 み合せ は 、2*2*2*2*2=32通 りであ
る。 こ こでは この数学 的に 可能 な戦略数 か ら、 あ りえ ない戦略 を引いて
議論す る。 日の出町 の賛成 派議 員 と市民が、処 分場 か らの補助 金 にかわ
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あ くまで補助金 と引 き換 えの処 分場開 発に 固執す る と考 え、対 応策5)
を選 択 しない、 つ ま り0の場 合(2×2×2×2×1=16の 戦略数)は こ
こでははず して考 え る。 よ って こ こで検 討す る戦略数は32-16=16通り
とな る。
交渉 者が対応 策 を選択 す る場 合 を1、 選択 しない場合 を0で 表す。対
策 を選 択 しない場 合 の意味 は、以下 の よ うにな る。
交渉者 選択肢 選択 しない場合の意味
Nω27市町長 と議員 補助金 と引き換えに現
状維持
反対派市民の意向をふ ま
え処分場問題を議論する
N(、)反対 派市 民 と議 員
処分場の安全対策要求 水源地での汚水漏洩に耐
える
第二処分場建設の一時
中断
当面 ごみの埋 め立 てを認
め る17
ごみ問題解決のための
代替案の検討
処分場問題への対応は現
状維持
N{、}Hの出町 の 賛成 派
議 員 と市 民
補助金 過疎化対策を処分場以外
に求める
3.3聖 点分 析
コンフ リク トアナ リシス分析 に よ り予 測 され る交渉結 果は、戦略C、
戦略K、 戦略Pで あ る18。この 中で戦 略Pは 、 まさに現実 に起 きてい る、
強制 収用 を招 いた交渉状 況 であ る。 そ こで、 交渉 の硬 直状 態 を解決す る
戦 略 を、聖 点分析 に よ り検 討す る。
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戦 略 名 A B C D E F G H 1 J K L M N 0 P
N{1}議員
1)現状維持 0 1 0 1 0 1 0 1 0 1 0 1 0 1 0 1
対
応 N(2,反対 派
策 2)安全対策 0 0 1 1 0 0 1 1 0 0 1 1 0 0 1 1
の
組 3)一時中断 0 0 0 0 1 1 1 1 0 0 0 0 1 1 1 1
み
合
4)代替案検討 0● 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1
せ Nω日の 出町
賛成派 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
5)補助 金
戦 N〈1》議 員 1516 11 123 7 2 6 1314 9 104 8 1 5
略
の
選 N〈2}反対 派 5 1 13 9 6 2 1410 7 3 15 118 4 16 12
好
序
数 N③日の出町
賛成派 1516 10 124 8 2 6 1314 9 113 7 1 5
予測戦略の序数の積 1430 1215 300
聖 点 ↑
(0:対応策 を選択 しない、1:対 応策を選択する)
聖 点分 析 をす るため に、 交渉結果 と して予測 され た各戦略 につ いて、
3人の交渉者 の選 好序数 の積 を計算 す る。選 好序数 とは、戦 略Aか らP
に関 して、各交渉 者が好 ま しい順 に16から1ま での序 数 をつ け た もので
あ る19。この結果、3つ の戦略の積 は 、それ ぞれ戦略C=1430、戦略K=
1215、戦 略P=300とな る。最 大の積 を持つ 戦略が 聖点 であ る。っ ま り、
交渉者全体 に と り、最 も満 足度 の高 い戦 略が聖 点 であ り、 この場 合 は、
戦略Cで あ る と判 断 で きる。戦略Cと は、Nωは現状維持 の姿勢 か ら、処
分場 問題 を議論 す る姿勢 に改め る、N②は3つ の要求 を一つ に絞 り、安 全
対 策に関 してのみ要 求す る、N(3)は従 来 どお り、処分場 の 見返 りに補 助金
を要求 す る戦略 で あ る。
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4.結 論
日の 出町処分場 をめ ぐる交 渉は、1992年か ら現在 まで続 いてお り、行
政側 に よる判決 拒否 と、強制収 用に よ り、硬 直状 態に陥 ってい る。本論
では、この交渉 の問題 点 を検討 した結 果、以下 の2点 が明 らか にな った。
まず、 反対 派市民 が処分 組合 を当初唯 一の 交渉相 手 と考 えて いたこ と
は、交渉 を長 引かせ るこ とにつ なが った。処分 組合は、 市民に対 してな
ん ら責任 を持 たない組 織 であ る。従 って、市 民の要求す るよ うな汚染 デ
ー タ公 開、 第二処分 場 の環境 ア セス メン ト等 を行 うこ とはで きない。
次 に、 反対 派が交渉相 手 を27市町 長、議員 に変更 した場 合の交渉 を検
討 した。 その結果交渉 の打 開策 として は、市 民が3つ の要求 を安 全対策
一つ に絞 って交渉す るこ とが有効 であ る と、聖点分析 の結果結論 で きる。
なぜ な ら、 第二処分場 の一 時 中断要求 は、過 疎化対策 の ない 日の出町の
処分場 誘致 賛成 派市民 と議員 を取 り込 むこ とは で きない。安全対 策に関
す る要 求 で あれば、地 元の賛成 を得 るこ とも可能 であ る と考 え られ る。
行 政側が 責任 を逃 れ 、強制 収用 の手続 きをす る間に も、第一処分 場か
らの汚水 に よる水源 地 の汚染 は拡 大 し、 第二処 分場 の埋 め立 て開始に よ
り、汚染 は更 に拡大 す る。 環境 汚染 をめ ぐる交渉 では、早期解決 が必要
で ある。 その ために は、最 適 な交渉者 を選 択 し、的確 に要求 を提 示す る
す るこ とを考慮 すべ きで あ る。
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